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関する自国の義務や誓約の履行状況についての具体的かつ詳細な情報を含むよう、核兵
器国に要請する。
20.国連総会決議1（I）及びNPT第6条の精神と目的にしたがい、核兵器のない世界の達成
と維持のための効果的な措置に関する多国間交渉を遅滞なく、かつ誠実に追求すること
を加盟国に要請する。
21.この目的のために、核軍縮のための法的拘束力のある効果的な措置を特定し、熟議し、
交渉する努力を支持し続けるよう加盟国に要請する。そしてこの点で核のない世界の達
成と維持に向かう最近の試みを歓迎する。
22.第71会期国連総会の暫定議題として、「全面的かつ完全な軍縮」と題する項目の下に
「核兵器のない世界へ:核軍縮に関する誓約の履行を加速する」と題された副項目を含め
ること、並びに現存する決議の履行を同会期において点検することを決定する。

	 　※印には参照すべき文書の名称等が記載されているが省略し
た。http://www.reachingcriticalwill.org/images/documents/Disarmament-
fora/1com/1com16/resolutions/L35.pdf

資料2-10　第71回国連総会・日本決議

核兵器の全面的廃絶に向けた、新たな決意のもとでの結束した行動
2016年12月5日採択、A/RES/71/49

提案国:アフガニスタン、アンゴラ、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ベリーズ、
ベニン、ブルガリア、ブルキナファソ、カナダ、チャド、チリ、コロンビア、コスタリカ、ク
ロアチア、チェチア（チェコ共和国）、コンゴ民主共和国、デンマーク、エルサルバドル、
エストニア、フィンランド、ジョージア、ドイツ、ガーナ、グレナダ、ハイチ、ハンガリー、
アイスランド、アイルランド、イタリア、日本、ケニア、ラトビア、リトアニア、ルクセンブ
ルク、マダガスカル、マラウィ、マルタ、ミクロネシア（連邦）、モザンビーク、ネパール、ニ
カラグア、ナイジェリア、パラオ、パナマ、パラグアイ、フィリピン、ポーランド、ポルトガ
ル、ルーマニア、セントルシア、サンマリノ、セネガル、シエラレオネ、スロバキア、スロベ
ニア、スペイン、スワジランド、スリナム、スウェーデン、スイス、トーゴ、トルコ、ウルグ
アイ、バヌアツ、アルバニア、アンドラ、アンティグア・バーブーダ、ボスニア・ヘルツェゴ
ビナ、ブルンジ、カーボヴェルデ、 中央アフリカ共和国、コンゴ、コートジボワール、 キプ
ロス、ジブチ、ドミニカ共和国、ガンビア、ギリシャ、ギニアビサウ、ホンジュラス、ヨルダ
ン、レバノン、レソト、リベリア、マーシャル諸島、モーリタニア、モンテネグロ、モロッ
コ、ナウル、オランダ、ニジェール、ノルウェー、モルドバ共和国、サモア、セルビア、セー
シェル、シンガポール、ソロモン諸島、スリランカ、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、
トンガ、トリニダード・トバゴ、チュニジア、ツバル、アラブ首長国連邦、アメリカ合衆国、
ウズベキスタン、ザンビア

総会は、（前文略）
1.すべての加盟国は、すべての人にとって、より平和な世界、ならびに核兵器のない平和
で安全な世界を達成することをめざし、核兵器の全面的廃絶に向けて結束した行動をと
るという決意を新たにする。

7.核兵器の完全廃棄までの間、すべての軍事・安全保障概念、ドクトリン、政策において、
核兵器の役割や重要性を具体的に低下させるよう核兵器国に奨励する。
8.核兵器の完全廃棄までの間、核兵器国を含む地域同盟の一員であるすべての国に対し、
集団的安全保障ドクトリン上の核兵器の役割を低下させるよう奨励する。
9.核兵器国による核兵器の開発や質的改良の制限、ならびに先端的な新型核兵器の開発
の中止に対する非核兵器国の正統な関心をNPT加盟国が認識したことを強調し、この点
に関して措置を講じるよう核兵器国に求める。
10.すべての核兵器国が、これまでに行われた核軍縮に関する義務や誓約にしたがい、そ
れぞれの国でもはや軍事的に不要と判断されたすべての核分裂性物質を不可逆的に撤
去するためのさらなる措置を講じることを奨励する。また、国際原子力機関（IAEA）の文
脈で、すべての加盟国が、適切な核軍縮検証能力及び法的拘束力のある検証取り決めを
前進させることを支援し、そのような物質を検証可能な形で恒久的に軍事計画外に置く
ことを求める。
11.すべてのNPT締約国に対し、1995年再検討・延長会議で採択された中東に関する決議
の完全履行に向けて取り組むよう求める。同決議は条約の無期限延長と密接に関連する
ものであり、1995年中東決議が定めた中東非核・非大量破壊兵器地帯の設立に向けた
プロセスに関するものを含め、2015年NPT再検討会議が実質的な成果を生み出せなかっ
たことに失望と深い懸念を表明する。1995年中東決議の有効性はそれが完全に履行さ
れるまで継続する。
12.2010年再検討会議が2012年の開催を義務付けていた、中東非核・非大量破壊兵器地帯
の設立に向けた会議が開催されていないことに極めて深い失望を表明する。
13.核軍縮及び核不拡散の達成におけるNPTの基盤的役割を強調するとともに、2017年5
月2日から12日にウィーンで開かれる2020年核不拡散条約締約国会議第1回準備委員会
に期待する。
14.すべての締約国がNPTの普遍化に向けたいかなる努力も惜しまないことを求める。ま
たこれに関連して、インド、イスラエル、パキスタンに対し、即時かつ無条件に、非核兵器
国としてNPTに加盟し、自国のすべての核施設をIAEA保障措置下に置くことを求める。
15.朝鮮民主主義人民共和国に対して、平和的手段で朝鮮半島の非核化を達成することを
めざし、すべての核兵器及び既存の核計画を放棄し、早期にNPTに復帰し、IAEA保障措
置合意※を遵守するといった、2005年9月の共同声明を含む6か国協議における誓約を
果たすよう要請するとともに、6か国協議への確固たる支持を再確認する。
16.すべての加盟国に対し、多国間の文脈の中で核軍縮の大義を前進させる努力を妨害し
ている国際的な軍縮機関の内部における障害を乗り越えるために協働することを要請
する。また、今一度CDに対し、とりわけ多国間交渉を通じて、核軍縮の課題を前進させる
ための実質的作業を遅滞なく開始するよう要請する。
17.すべてのNPT加盟国が1995,2000,201年再検討会議で合意された同条約の下での義務
や誓約を遅滞なく履行することを要請する。
18.核兵器国が、標準化された詳細な報告様式を通じたものを含め、締約国が進捗状況を
定期的に監視できるような形で、自国の核軍縮義務や誓約を質的にも量的にも履行する
ことを要請する。これは、核兵器国間のみならず核兵器国と非核兵器国との間の信用性、
信頼性を向上させ、持続可能な核軍縮に貢献するものとなる。
19.2020年再検討会議に向けた再検討サイクルにおいて提出する報告書の中に、核軍縮に
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2.これに関連し、すべての核不拡散条約（NPT）※締約国が第6条の下で誓約している核軍縮
につながるよう、保有核兵器の全面的廃絶を達成するとした、核兵器国による明確な約
束を再確認する。
3.すべてのNPT締約国が、条約の全条項に基づく義務を遵守し、1995年再検討・延長会議※

及び2000年※、2010年※再検討会議の最終文書で合意された諸措置を履行することを求
める。
4.すべての加盟国が、再検討会議の第1回準備委員会が2017年5月にウィーンで開催され
ることを念頭に、2020年再検討会議の成功に向けて最善をつくすことを奨励する。
5.すべてのNPT未締約国が、その普遍化をめざして即時かつ無条件に非核兵器国として加
盟するとともに、条約加盟までの間、同条約のすべての条項を遵守し、条約を支持する実
際的な措置を講じることを求める。
6.すべての人にとって減じられず、強化される安全保障という原則のもと、核兵器の全面
的廃絶に向けてさらなる実際的措置や効果的措置を講じることをすべての加盟国に求める。
7.核兵器国と非核兵器国が、核軍縮及び核不拡散のための実際的かつ具体的な措置を講
じることを促進するような有意義な対話を一層進めることを奨励する。
8.核兵器使用による人道上の結末に対する深い懸念が、核兵器のない世界に向けたすべ
ての国家の努力の基礎となり続けることを強調する。
9.ロシアと米国が、可能な限り早期の交渉妥結をめざし、核兵器備蓄のさらなる削減の達
成に向けた交渉を早期に開始することを奨励する。
10.すべての核兵器国が、一方的、二国間的、地域的あるいは多国間的措置などを通じて、
配備・非配備を問わず、あらゆる種類の核兵器を削減、究極的には全廃するためさらに努
力することを求める。
11.すべての加盟国が、核軍縮及び核不拡散プロセスに関連して、不可逆性、検証可能性、
透明性の原則を適用することを求める。
12.核兵器国が、核軍縮の行動の促進をめざして定期会合を継続的に開催し、これまでの
透明性向上に向けた努力を一層拡大し、相互信頼を増進することを奨励する。これには、
条約の締約国による2020年再検討会議に向けたNPT再検討プロセスにおける核軍縮努
力の中で廃棄・削減された核兵器や運搬システムに関する、より頻度が高く詳細な報告
の提出が含まれる。
13.関係する加盟国が、核兵器の役割や重要性の一層の低減のために、軍事・安全保障上の
概念、ドクトリン、政策を継続的に見直していくことを求める。
14.核不拡散体制の強化につながりうる、核兵器国による明確で法的拘束力のある安全の
保証を受けることにおける、非核兵器国の正統な関心を認識する。
15.核兵器国各国による一方的宣言に留意しつつ、1995年4月11日の安保理決議984
（1995）を想起し、すべての核兵器国が安全の保証に関する自らの既存の誓約を全面的
に尊重することを求める。
16.適切な場合には、地域の関係国の自由意志による取り決めに基づき、また、国連軍縮委
員会の1999年指針に従い、さらなる非核兵器地帯を設立することを奨励する※。また、核
兵器国が、消極的安全保証を含む関連議定書に署名・批准することにより、非核兵器地帯
の地位に関する、また、当該条約の締約国に対し核兵器の使用あるいは使用の威嚇を行
わないという、法的拘束力のある個別の誓約を行うことを認識する。
17.核兵器を保有するすべての国が、意図されない核爆発の危険性に包括的に対処してい
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く上で必要となるあらゆる努力に継続的に取り組むことを要請する。
18.地域内諸国の自由意志による取り決めに基づき、また1995年の中東決議に従って、中
東非核兵器・非大量破壊兵器及び非運搬システム地帯の設立に向けて一層努力するこ
と、および同地帯設立に向けた関係諸国による対話の再開を奨励する。
19.すべての加盟国、とりわけ包括的核実験禁止条約（CTBT）※付属文書2に列挙された発
効要件国のうち残る8か国が、これ以上の遅滞なく、また、他国の行動を待つことなし
に、条約の署名及び批准に向けた独自のイニシアチブを発揮するとともに、CTBT発効ま
での間、核兵器の爆発実験もしくは他のすべての核爆発に関する現行のモラトリアムの
継続、および継続の政治的意志を宣言することを要請する。また、すべての加盟国に、同
条約14条のプロセスおよびその他の相互補完的な取り組みを通じて、条約の発効を促
進するための努力を倍加することを要請する。
20.すべての関係諸国が、2012年12月3日の決議67/53第3節が求めた政府専門家グループ
の報告書※を考慮しつつ、核兵器あるいは他の核爆発装置用の核分裂性物質の生産を禁
止する条約に関する交渉を直ちに開始し、1995年3月24日のCD/1299文書及びそこに含
まれる任務に基づき早期に締結するとともに、同条約発効までの間、あらゆる核兵器も
しくは核爆発装置のための核分裂性物質の生産に関するモラトリアムを宣言し維持す
ることを要請する。
21.すべての加盟国が、軍縮・不拡散教育に関する国連事務総長による報告※に述べられた
諸勧告を履行することによって、核兵器のない世界の達成を支援することを奨励する。
22.「ヒバクシャ」の経験を将来の世代に引き継ぐために、各国指導者や若者らが、原爆を
生き延びた「ヒバクシャ」などのコミュニティや人々を訪問し交流することを含め、核兵
器使用がもたらす現実に対する意識を喚起するためあらゆる努力が行われることを奨
励する。
23.NPTのもとでは核兵器国の地位を獲得できない朝鮮民主主義人民共和国（DPRK）によ
る最近の核実験と弾道ミサイル技術を利用した発射を最も強い言葉で非難する。DPRK
がさらなる核実験の実施を思い留まること、および現在行っているすべての核活動を完
全かつ検証可能で不可逆的な方法により即時停止することを強く要請する。また、DPRK
に対し、関連するすべての安保理決議を完全に遵守し、2005年9月19日の6か国協議共同
声明を履行するとともに、早期に国際原子力機関（IAEA）保障措置を含む同条約の全面
的遵守に復帰することを要請する。
24.すべての加盟国が、関連安保理決議の完全な履行などを通じ、朝鮮民主主義人民共和
国（DPRK）の核兵器開発およびミサイル開発計画がもたらす脅威に対処するための努力
を強化することを求める。
25.また、すべての加盟国が、核兵器とそれらの運搬手段の拡散を防止し阻止する努力を
倍加させるとともに、核兵器と決別するとの誓約に基づく諸義務を全面的に尊重し、遵
守するよう求める。
26.さらに、すべての加盟国が、核兵器の拡散防止のため、国内での効果的な統制を確立・
実施することを求めるとともに、核不拡散への取り組みにおける国際的パートナーシッ
プおよび能力構築を促進するための、国家間の協力および技術援助を行うよう奨励する。
27.国際原子力機関（IAEA）保障措置の不可欠な役割ならびに包括的保障措置協定の普遍
化の重要性を強調するとともに、追加議定書の締結が各国の主権にもとづく決定である
ことに留意しつつ、1997年5月15日にIAEA理事会が承認したモデル追加議定書に基づい
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た追加議定書を未だ締結、発行させていないすべての加盟国が、可能な限り早期にそう
した行動をとることを強く奨励する。
28.決議1540（2004）の履行状況の包括的な見直しの結果に基づいて、すべての加盟国が、
2004年4月28日の決議1540（2004）と2011年4月20日の決議1977（2011）を含む関連安
保理決議を完全に履行することを求める。
29.すべての加盟国が、世界の核保安体制をさらに強化するため、また2016年12月に
ウィーンで開催予定の核保安に関する国際会議の成功に向けて協働するため、核物質と
放射性物質の保安をより重視し、これを強化することを奨励する。
30.第72会期の暫定議題として、「全面的かつ完全な軍縮」と題する項目の下に「核兵器の
全面的廃絶に向けた新たな決意のもとでの結束した行動」という小項目を含めることを
決定する。

※印には参照すべき文書の名称等が注記されているが省略した。
http://www.reachingcriticalwill.org/images/documents/Disarmament-

fora/1com/1com16/resolutions/L26.pdf

資料2-11　第71回国連総会第1委員会でのオーストリア演説

オーストリア代表トマス・ハイノツィ大使の演説（抜粋訳）

2016年10月14日

（前略）
　本委員会でのこれまでの議論の中で、我々の決議案に関する数々の疑問が提起された。
　まず第1に、禁止条約が国際的な不拡散・軍縮体制の要たるNPTと両立するのかという点
が挙がった。我々の見解では、提案されている条約はNPTと完全に整合するだけでなく、特
に6条の履行について大きな前進となりこれを促進する。NPTの定義する非核兵器国にとっ
ては、禁止条約は核兵器を追い求めないとの既存の誓約をいっそう強める。NPTは特定の5
か国による核兵器の保有を認めているが、NPTが無期限の保有を容認する静的な条約でな
いことは明らかだ。むしろ、グローバルな核軍縮という目標が明確に述べられている。新た
な規範への署名、批准により、これらの国々は6条下の軍縮義務を果たすことになる。
　核抑止は国家安全保障にとり不可欠だという議論がよく聞かれる。オーストリアはこれを
信じない。もしもその通りだとすると、もっと多くの国が同じ論理に従う必要を感じ、これら
兵器を入手したいと思うはずである。我々は危険な道に踏み出すことになる。核兵器のいかな
る使用によってももたらされる壊滅的な人道上の結末は――意図的であれ事故によるもので
あれ――受け入れられるものではなく、これが使用者自身に跳ね返ってくるのは避けられな
い。したがって、冷静に分析すれば核兵器保有は安全保障にとって不都合である。幸い、この見
解は我が国のみにとどまらない圧倒的多数の国のものである。これら諸国は核兵器入手の計
画を持たず、極端に言えば地球規模で集団自殺を図るという脅しではない、より人間的で理性
的な基盤の上に自国の安全保障を築くことに成功している。この文脈において、かつては核兵
器入手計画あるいは核兵器自体を持っていたものの、その肯定面と否定面を慎重に検討した
結果これを放棄することに決めた国々の例は、大いに示唆的である。


